
 

 

 

 

 

合意単価 

 

 令和８年５月 19日に締結した 登奈井尾森林作業道新設工事 における契約に用

いる単価または金額（契約単位が一式の項目については単価ではなく金額）につい

ては別添単価表のとおり 

 

 

 

単価合意書締結日：令和８年７月６日 

 



工事区分
(レベル１)

工種
（レベル２）

種別
（レベル３）

細別
（レベル４）

林道開設･改良
幅員3.6m　自動車道2
級相当

式 1 22,261,000

林道土工 式 1 15,910,000

掘削工 式 1 5,906,960

掘削（土砂）
機械施工　対策型
礫質土

m3 1,604 796 1,276,784

掘削（岩石）
機械施工　対策型
軟岩（Ⅰ）B

m3 1,656 2,796 4,630,176

盛土工 式 1 7,809,201

盛土（流用土）
機械施工　対策型
１種盛土

m3 238 2,633 626,654

盛土（流用土）
機械施工　対策型
３種盛土

m3 1,733 2,999 5,197,267

盛土（発生土）
機械施工　対策型
３種残土

m3 960 2,068 1,985,280

路面工 式 1 707,331

砕石路面 RC-40　t=10cm m2 411 1,721 707,331

作業土工 式 1 646,105

床堀
機械施工　対策型
礫質土

m3 20 585 11,700

床掘
機械施工　対策型
軟岩（Ⅰ）B

m3 117 4,659 545,103

床掘
機械施工　対策型
路床掘削

m3 41 585 23,985

埋戻し 機械施工　対策型　最大
埋戻幅1m以上4m未満 m3 31 2,107 65,317

法面整形工 式 1 841,130

法面整形（盛土部） 礫質土　裸土羽 m2 960 440 422,400

礫質土切土整形（粗
面仕上げ）

機械・BH=0.45m3級後
方超小旋回対策型

m2 684.2 612 418,730

法面工 式 1 436,000

かご工 式 1 436,592

ふとんかご 50×120cm　止め杭無し ｍ 26 16,792 436,592

擁壁工 式 1 3,406,000

現場打擁壁工 式 1 3,406,503

重力式擁壁工 18-8-40BB　H=3.5m m3 44.6 76,379 3,406,503

排水構造物工 式 1 2,509,000

簡易排水工 式 1 325,380

木製路面排水 Ａタイプ ｍ 33 9,860 325,380

管渠工 式 1 2,048,719

暗渠排水管 据付　耐圧ポリエチレ
ン管　R30　D600 ｍ 43 43,505 1,870,715

暗渠排水管 据付　PEP管　φ300mm ｍ 17.5 9,414 164,745

基礎材 耐圧ポリエチレン管据
付　RC-40　t=200mm m2 8.2 1,617 13,259

呑口工及び吐口工 式 1 135,134

呑吐口 流木除け工　L=2.5m 個所 1 135,134 135,134

仮設工 式 1 3,351,000

仮設工 式 1 3,351,000

工事用道路工 式 1 258,330

現道補修 km 5 51,666 258,330

伐開工 式 1 3,028,578

合意単価数量

別添

単　価　表

工事区分・工種・種別・細別

単位 金額規格



支障木伐採 伐倒 m2 4,382.5 195 854,588

伐採木整理 玉切り、積込み、運搬 日 14 155,285 2,173,990

水替工 式 1 64,625

水替とい
大型土のう仮締切　高
密度ポリエチレン管廻

排水
式 1 64,625

直接工事費 式 1 25,612,000

共通仮設費計 式 1 4,406,800

共通仮設費(積上げ分計) 式 1 0

共通仮設費(率計上) 式 1 4,406,800

現場環境改善費(率計上) 式 1 0

純工事費 式 1 30,018,800

現場管理費 式 1 9,953,640

工期延長等の現場維持費 式 1 0

工事原価 式 1 39,972,440

一般管理費等 式 1 7,608,441

契約保証 式 1 0

一般管理費等計 式 1 7,608,000

金額調整欄 式 1 0

工事価格 式 1 47,580,000

消費税相当額 式 1 4,758,000

請負金額 式 1 52,338,000

　なお、本単価表に記載のない工種（レベル２）が追加された場合の直接工事費及び本単価表に記載のない細別（レベル４）が追加された場
合の共通仮設費（積上げ分）については、変更時の価格を基礎として協議する。


